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本研究は，教職大学院におけるマネジメント型実習を対象として，教職大学院院生（現職教

員・長期派遣研修員（今後のマネジメント人材））「実習科目」における知識・技術性の獲得

プロセスの一端を分析したものである。今次の学校組織の管理職層・ミドル層教員の人材育成

については，教員の年齢構成の変容も大きく，喫緊の課題であり，教職大学院ではこのマネジ

メント系人材の育成の一端を担っている。そこでは，管理職層・ミドル層教員の人材育成は，

「講義系科目」における理論的知識の獲得と，「実習科目」における経験学習が双方に関連付

いて（理論と実践の往還）プログラムとして位置付いている。本研究では，この教職大学院に

おける「マネジメント型実習」を「実習日誌」を通じて記録された活動内容をテキストマイニ

ング法で計量的に分析し，管理職層（候補者）・ミドル層（候補者）の活動を明らかにした。

結果として，マネジメント能力に関する知識形成プロセスの一端を示すことができた。 
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１ 研究目的 

(1)研究の背景 
今次の教育政策の動向において，教育系専門職

大学院（以下「教職大学院」と表記）の位置づけ

は拡大の一途を辿っている。2008年度にわが国で
開設された教職大学院は，現在ではほぼすべての

都道府県に設置され，全国的に展開している。同

大学院では，①若年層対応（学卒者中心），②ミド

ル層，③管理職層のキャリアステージに対応する

コース設定，④教科教育系，⑤生徒指導系，⑤特

別支援系，⑥その他（幼稚園・教育行政職等）の

分野別のコース設定など，幅広い教職大学院が展

開し始めている。 
教職大学院の特色の一つは「理論と実践の往還」

という言葉で述べられるように，知識・技術性の

側面と経験学習の側面を相補的に配置している点

にある。専門職養成の観点からは，必然的な概念

とも言えるかもしれないが，そのことについて教

職大学院でデータを基盤に分析的に調査研究がす

すめられ，実証的研究が積み重ねられていない側

面も存在する。 
 
(2)先行研究の分類 
 実習やインターンシップ等の実務能力の獲得を

目的として，専門的な知識・技術性を職場体験に

おいて獲得させる手法は教育系分野に限定された

議論ではない。医療・看護系，技術専門職系等々，

多様な分野において目的が同質的な実習やインタ

ーンシップ等の経験学習が行われている。また，

これらに対応した実習の能力形成過程や類型化の

分析等が進展している。 
 教育系分野においても例外ではなく，幼児教育

（野尻・栗原 2005・2006），教員養成等の分野（柴
田ら 2019）においてもいくつかの研究蓄積がある。 
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 そのほとんどは学部段階の教育実習を対象に，

実習日誌，インタビューデータ，実習後の事後指

導等の調査データを基盤に，それぞれの能力形成

過程について論究されている。これらの研究の意

義は，そのような実習の能力形成過程の分析を踏

まえ，実習プログラムの改訂や再編に向けての根

拠となっていることにある。 
一方，教職大学院においてこれらの実習に関す

る調査研究の展開は，近年になって取り組まれ始

めている。若年層（学部卒）段階のコースを設置

した教職大学院を対象とした研究（田代 2019，岡
田ら 2019），スクールリーダー等のマネジメント
型のコースを対象とした研究があるが（石上ら

2007・2008，佐々木ら 2016），「実習科目」に対
する調査研究が少ない（斉藤 2011，原・棚野ら
2019）。それらの研究もマネジメント型実習をデ
ータ化し分析したものではない。多様な実習記録

は蓄積されているものの，それらが分析されてい

ないため，課題性を明らかにできない側面がある。 
 
(3)研究目的 
そこで，本研究では，この教職大学院における

「マネジメント型実習」の「実習日誌」をテキス

トマイニング法を用い，計量的分析をもちいて管

理職層（候補者）・ミドル層（候補者）の活動を分

析している。これらの分析を通じて，マネジメン

ト能力に関する知識形成プロセスに関する研究を

明らかにしたい。 

２ 研究概要 

(1)研究期間・研究対象 
①研究期間： 
「学校組織マネジメント実習Ⅰ」 

2018年 10月～2019年 1月（15日間） 
「学校組織マネジメント実習Ⅱ」 

2019年 3月～2019年 7月（15日間） 
②研究対象 
 対象者 7名（主幹教諭を含む） 
 
(2)マネジメント型実習の全体と対象となる実習 
 福岡教育大学の学校運営リーダーコースでは，

実習科目の下記の 5 科目（総単位数 12 単位）で
設定して行っている。今回は，その中で，「学校組

織マネジメント実習Ⅰ（3単位）」，「学校組織マネ
ジメント実習Ⅱ（3単位）」の実習記録（日誌）を
分析対象としている。 
表１ 学校運営リーダーコースの実習科目一覧 

 

表２ 院生及び実習校（連携協力校・原籍校）の属性 

 性別 学校種 職位経験 連携協力校（M1後期）学校組織マネジメント実習Ⅰ 実習（M2前期） 

学校組織マネジメント実習Ⅱ 

A院

生 

女性 中学校 教諭 K市立 K中学校 

前年度受け入れ校 

・主幹教諭は学校運営リー

ダーコース修了生 

原籍校 

B院

生 

女性 小学校 主幹教諭 

教務 

H町立 K小学校 

前年度受け入れ校 

・校長は過去に教職大学院

での学校運営リーダーコ

ース所属 

原籍校 

C院

生 

女性 小学校 主幹教諭 

教務 

M市立 A小学校 ・教頭は本学学校運営リー

ダーコース修了生 

原籍校 

D院

生 

男性 小学校 教諭 F市立 J小学校  原籍校 

E院

生 

男性 中学校 主幹教諭 

教頭 

F市立 F中学校 ・学校運営リーダーコース

複数名（M1・M2）同時実習 

原籍校 

F院

生 

男性 小学校 主幹教諭 

 

M市立 K小学校 ・主幹教諭は学校運営リー

ダーコース修了生 

原籍校 

G院

生 

女性 小学校 教諭 M市立 H小学校 ・教頭は本学学校運営リー

ダーコース修了生 

原籍校 

 ＊管理職増人材（候補者）として考えられる対象者を   で色付けしている。 

実習科目名 単位数（実習先）

授業実践メンタリング基礎実習 2単位（附属校）
教育連携コラボレーション実習 2単位（異校種）
学校組織マネジメント実習Ⅰ 3単位（連携協力

校）

学校組織マネジメント実習Ⅱ 3単位（原籍校）
学校組織マネジメント実習Ⅲ 2単位（原籍校）
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(3)対象者の属性及び実習校の概要 
本学のマネジメント型実習については，大学教

員の指導は，①実習校での振り返り・情報交換，

②実習校への関係調整（協力・依頼），③大学での

リフレクション（院生・大学教員共同）を行って

いる。大学教員は常態的に実習校に在籍している

のではなく，定期的に実習校を訪問し左記①・②

を管理職及び関係管理職との調整を行っている。

③については大学に戻って来た際に，定期的にリ

フレクションの機会を設けている。 
M1 後期の「学校組織マネジメント実習Ⅰ」の
実習校では，修了生が管理職として採用されてい

る学校，また過去に教職大学院で指導又は在籍し

ていた教員が現在在籍している学校を実習校とし

て選定してる。M2 前期の「学校組織マネジメン
トⅡ」は原籍校であるため，特段の選定を行って

いない。 
調査データは分析の際に，①ミドル層人材（ミ

ドル層候補者）と②管理職層人材（候補者）の対

象者を分けて分析した。理由は，管理職層人材（管

理職候補者）を既に主幹教諭（教務主任）以上を

経験したものとして定め，実習活動の際にどのよ

うな視点で活動しているのかを分析した。本人の

これまでの経験や視点が影響することが考えられ，

相違が表出されてくるものと仮定した。実習校の

管理職や教職員からも，「主幹教諭」経験の有無が，

一定の認知（評価）に関係してくると想定し，そ

れらがどのように実習活動に影響しているのかを

分析することとした。以下に示すものは，当該の

「学校組織マネジメント実習Ⅰ・Ⅱ」の実習評価

の観点である。 
  
表３ 学校組織マネジメントⅠ・Ⅱの評価の観点 

                   評価項目及び観点 
１ 実習の事前準備等 
２  実習の活動状況（出席や取組姿勢） 
３  実習の成果 
 
 
 
 
 
 

教務主任の職務内容を観察を通して，理解
することができる。 
校長の学校経営ビジョンをしっかりと理
解することができる 
学校経営の手法についてデータを収集・分
析することができる 
次年度の年間指導計画の構想づくりに関
わることができる。  
 連携校の若年教員等の授業サポート，メ
ンタリングを行うことができる。    

４  実習校への貢献度（ＴＡ活動） 
５  実習の記録  一日の観察，学びの記録等 
６  レポート，報告 

３ 結果と考察 

(1)テキストマイニングによる頻出語 
テキストマイニングに利用したソフトは，

KHCoder（3.Alpha.17j - 2019 11/17）である。今
回は，「茶筅」を利用して形態素解析を行ってキー

ワードを抽出し，次にキーワードの特徴を把握す

るために共起ネットワーク分析を行った。 
頻出後の分類の結果は，「学校組織マネジメント

実習Ⅰ」では，総抽出語数は 10,831 語，異なり
語数は 1,477であった。頻出語の結果，最多は「行
う（57）」「指導（55）」で次に「教育（51)」「学
校（50）」となっている。 
「学校組織マネジメント実習Ⅱ」では総抽出語

数は 28.072 語，異なり語数は 2.422 であった。
頻出語の最多は「行う（156）」「教員（142）」で
次に「指導（136)」「若年（102）」の順序になっ
ている。頻出語だけを分析した限りでは，大きな

差異はない。 
 
(2)共起ネットワークを用いた分析 
図１～図４に示したものは，①ミドル層人材の

連携協力校（図１）・現籍校（図３）・②管理職人

材の連携協力校（図２）・現籍校（図４）の実習記

録を共起ネットワーク分析にかけたものである。 
共起ネットワークでは，比較的強く結びついて

いる用語を自動的に検出してグループ分けを行っ

ている。結果は図で分類され示される。似通った

用語，共起の程度が強い語を線で結ばれ，出現数

の多い用語が示される。共起関係が強い程、太線

で描画される。位置づけや用語間の距離に意味は

無く，相互に関連づいている（共起している）こ

とが重要となる。 
図１のサブグラフ（線でつながれている一つの

グループ）は 20 パターン表示された。図１はミ
ドル層候補者の連携協力の実習記録を分析してい

るが，出現数の多いものから指摘すると，「①地域

－保護者」「②学校－教務」「③指導－教諭」「④学

力向上―主幹教諭」「⑤行事－日程調整」などが示

されている。連携協力校の選定は，大学近郊の小

中学校になっており，原籍校のように既に人間関

係が形成されている学校とは相違がある。コミュ

ニティースクール，都市部と地方部などの学校－

地域間関係，保護者との関係構築に視点が行くこ

とは理解できる。また，主幹教諭－教務主任の業

務に視点がいくことも想定の範囲であり，このこ

とについては実習内容との整合性がとれているも

のと判断できる。 

31教職大学院マネジメント型実習における能力形成過程に関する研究



図２の管理職候補者の実習については，それぞ

れのサブグラフの特徴を示したものである。コー

ド名としては「①管理職－連絡調整」「②校内研修

－推進」「③その他（多面的な関係性）」の３つに

大別することができる。 
主幹教諭（教務主任）経験者ではあるものの，

連携協力校ということで「管理職」との関係調整，

地域・学校独自の連絡方法等についての認知が高

い結果となった。また，「③その他」のサブグラフ

では非常に多くの用語間で共起が生じており，

様々に実習中に生じる事象を関連付けて捉えてい

ることも理解できた。一方，実習活動を非常に限

定的な捉え方を活動している可能性もあり，実習

目標と実態との乖離に注意して大学教員が指導し

ていかなければならないことがわかった。 

連携協力校の実習について，実習指導担当教員

として，大きく活動内容の領域が制限されている

という認識は無かった。制限されているという解

釈よりも，図２の「①管理職－連絡調整」「②校内

研修－推進」の活動が非常に関連づいて共起して

いる一方で，それ以外の活動はかなり輻輳的に認

知されている可能性がある。この点，マネジメン

ト型の実習の特徴を示していると考えることがで

きる。 
原籍校の実習については（図３・図４），ミドル

層候補者と管理職候補者では，大きく異なるもの

になっている。ミドル層候補者は多くのサブグラ

フが展開している一方で，管理職候補者ではかな

り特定の活動に対しての共起が生じていた。 

 
 

図１ 連携協力校におけるミドル層候補者の実習記録・共起ネットワーク 
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図２ 連携協力校における管理職候補者の実習記録・共起ネットワーク 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
図３ 原籍校におけるミドル層候補者の実習記録・共起ネットワーク 
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①管理職層－連絡調整 
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校内研修－推進 

若年・人材育成－テーマ研究 

職務－リーダー－支援型 

 
図４ 原籍校における管理職候補者の実習記録・共起ネットワーク 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
マネジメント型実習に関する能力形成過程につ

いて，実習記録（日誌）をテキストマイニング法

を用いて分析してきた。それらの結果から下記の

ことが指摘できる。 
今回，実習校を連携協力校（学校組織マネジメ

ント実習Ⅰ）と原籍校（学校組織マネジメント実

習Ⅱ）に分けて，対象となる現職院生（長期派遣

研修員）を「主幹教諭経験者＝管理職候補者」，「主

幹教諭未経験者＝ミドル層候補者」として分類し

てた。 
連携協力校においては，ミドル層候補者の活動

が多様な活動を展開しているものと認知されてい

ることがわかった。それは管理職候補者と比較し

ても顕著に示されている。推察するならば，「ミド

ル層候補者」の場合，これまで教諭として勤務し

てきた立場から，実習を通じてマネジメントを担

う立場（教務主任等の疑似的体験）を実習で活動

しているため，それらが新しい経験（マネジメン

ト体験）として認知され，実習記録に示されてい

るものと考えられる。 
一方，管理職候補者の場合，既に主幹教諭の立

場として実習を認知しているため，新たな経験や

知見が得られたというよりも，自らの視点で連携

協力校を分析しているため，新たな知見が得られ

たという感覚より，限定的な活動が認知されやす

くなり，実習記録に示されているのではないだろ

うか。これらの結果を解釈すれば，主幹教諭を経

験している「管理職候補者」にとっては，実習と

して何を得られているのかをより明確にして臨ま

せなければならない可能性がある。これらをマネ

ジメント型実習の指導の観点から論じた場合，ど

のような対応が求められるのであろうか。 
原籍校と連携協力校の実習を比較すると，いく

つかの類似点が見られる。「ミドル層候補者」「管

理職候補者」ともに，共起ネットワークに表出し

ているサブグラフの傾向は類似点があり，特に，

「ミドル層候補者」は多様な活動内容を認知しや

すい状況にあること，「管理職候補者」は活動内容

を限定的に認知しやすい傾向にある。 
「ミドル層候補者」の場合，連携協力校（図１）

よりは数は少ないが，活動内容な多面的に展開し

ていると認知されているのは共通の特徴である。
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これまで，マネジメント経験を有していない「ミ

ドル層候補者」が新たな立場（例：主幹教諭の立

場で教務運営の補助業務を行う等）で実習を展開

する際に，それらが多様な活動として表出してい

る。しかし，活動内容が多面的になった場合，初

めての体験ということもあり，自らの活動を客観

視できない可能性もある。換言すれば，「ミドル層

候補者」はマネジメント経験が少なく，実習の活

動内容の新規的に感じている可能性がある。その

ため，学校の現状分析を踏まえて，実習校の特質

性をどのように分析させるのかを指導することが

重要になってくるのではないだろうか。 
一方の「管理職候補者」は，既に主幹教諭以上

の経験を有しているため，学校組織の状況を自ら

の分析視点で判断している可能性がある。そのこ

とは，一方で学校課題を一面的に判断してしまう

可能性を含むものである。指導の際には，多面的

に学校の状況を把握するように指導しつつ，実習

校の状況を俯瞰的に整理させなければならない。 
単に学習体験を得たのみで，そこからどのよう

な知見を得られたのかは，実習記録を通じてリフ

レクション等を重ね，指導を展開させていく必要

性があると感じた。 
「管理職候補者」の場合，主幹教諭等の経験が

あるため，実習日誌に記録した内容は，特定の活

動に偏る傾向があることも推測される。それは連

携協力・原籍校双方で類似傾向があり，より原籍

校の方が顕著に表れている。主幹教諭等の経験者

の場合，マネジメント型実習の活動内容は「初め

て」の経験ではないことが多い。そのため，実習

日誌に記録する際に，何らかの限定的な視野で表

記している可能性がある。 
過去の経験と比較して新たな価値観を得られた

体験等を得た場合に，それらを微細に記録してい

るのだろうか。「管理職候補者」の実習日誌を分析

した際に，一日の活動内容を全体的に記述するの

ではなく，印象に残った活動内容を記述している

ものを多く散見することがあった。原籍校の場合

は顕著にそれらが表出しており，特定の業務（お

そらく勤務していた際に担っていた業務）を期待

されるため，それらに従事してしまう状況があっ

た。これらの点は，大学教員として指導する際に

配慮しておかなければならないと感じた。 
 

４ 成果と課題 

マネジメント型実習の実習記録をテキスト・デ

ータとして，テキストマイニング法を用いた計量

分析の結果は，「ミドル層候補者」と「管理職候補

者」というキャリアステージ分類すると，いくつ

かの特徴が表出してきた。特に，主幹教諭（教務

主任）経験の有無が，実習においては大きく影響

を与えている可能性がある。そのため，実習する

現職院生の特性を判断しながら，過去のマネジメ

ント経験を分類・整理させつつも，実習の課題を

明確に意識させながら個別に指導していく必要性

があることがわかった。 
課題として検証しなければならないのは，「マネ

ジメント経験」の「有用性」と「限界」について

である。「マネジメント経験」を有していることは，

一方では自らのマネジメント・スタイルを固定化

させてしまうことも考えらえれる。それは，実習

経験も同様のことが指摘できるのかもしれない。

経験学習を通じて強化される思考様式や知識・技

術性が，一方ではマネジメントの固定化という矛

盾を含む可能性がある。これらの点については，

今後も自らの研究課題として捉え，継続的に分析

していくこととしたい。 
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